新公会計制度グループ
１　新公会計制度の推進
　　府民への財務情報の更なる開示と効率的な行財政運営を推進するため、複式簿記・発生主義・日々仕訳方式による新公会計制度を導入し、収入・支出の会計処理時に複式仕訳処理を行う財務会計システムを運用している。
　　令和3年度には、関係部局等と連携を図りつつ、決算整理事務を行って財務諸表を作成・公表するなど、新公会計制度の円滑な運用に努めた。
２　新公会計制度アドバイザリー会議
公会計に詳しい公認会計士２名を大阪府特別参与（新公会計制度アドバイザー）に委嘱するとともに、新公会計制度アドバイザリー会議を開催し、令和2年度財務諸表等に関して、指導・助言を得た。
大阪府特別参与（新公会計制度アドバイザー）名簿　　　　　　（五十音順）
	氏　　名
	職　　　名
	任　　　　　　期

	武田　宗久
	公認会計士・税理士
	平成23年７月21日から令和4年3月31日まで（令和4年度も継続）

	谷口　悦子
	公認会計士・税理士
	令和2年4月1日から令和4年3月31日まで（令和4年度も継続）


※上記任期のうち平成31年4月1日～令和元年5月31日の期間を除く（知事選のため）
新公会計制度アドバイザリー会議の開催実績
	
	開催年月日
	議　　　　　　　題

	第48回
	令和3年8月25日
	令和2年度財務諸表について


３　新公会計制度事務支援事業の実施　
新公会計制度による財務諸表を財務マネジメントのツールとして機能させ、各々の所属が自らの財務諸表を正確かつ的確に作成、分析、評価、活用できる体制を構築するため、公会計に詳しい公認会計士から、各種の制度運用支援を受けた。

〔委託期間〕　令和3年6月11日から令和4年3月25日まで
〔委 託 先〕　中川美雪公認会計士事務所

〔委 託 料〕　484千円

また、「新公会計制度指標分析の手引き」をもとにした事業分析手法に関する講義のほか、財務諸表の活用に関する職員の会計リテラシーの向上及び同手引きのさらなる充実を図るため、公会計に詳しい公認会計士から、各種の指導・助言等を受けた。

〔委託期間〕　令和3年10月15日から令和4年3月25日まで

〔委 託 先〕　中川美雪公認会計士事務所

〔委 託 料〕　946千円

さらに、職員向けに複式簿記の基礎から、財務諸表の読み方、活用のイメージや分析の仕方等を解説した研修動画資料を作成した。
〔委託期間〕　令和4年１月24日から令和4年3月28日まで

〔委 託 先〕　菅原正明公認会計士・税理士事務所

〔委 託 料〕　204千円

４　研修の実施　
新公会計制度の円滑な運用を進めるため、様々な機会を活用して研修・情報提供を行った。
(1) 職員向け研修
新規採用職員、管理職など各階層別職員への研修をはじめ、新公会計制度総括推進者及び新公会計制度推進者などを対象に、新公会計制度に係る基礎的事項及び決算整理事務などの実務に関する研修等を実施した。
＜一般職員を対象とした研修＞14回（参加者　延べ1,645名）
＜主に新公会計制度総括推進者及び新公会計制度推進者を対象とした研修＞8回（参加者　延べ1,015名）
※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、対面研修をとりやめ、動画視聴にて対応した研修を含む。

※対面研修以外の研修参加者には、研修申込み者や研修修了者、研修対象者を計上。
＜開催した主な研修＞
	
	開催年月日
	内容

	令和2年度決算整理にかかる研修・説明会
	令和3年5月動画視聴
	新公会計制度の概要説明、財務諸表の作成、
決算整理にかかる各種報告書に関する説明

	新公会計制度に関する研修
	令和3年11月15日及び17日
	新公会計制度の基本的な概念や日常業務についての研修

	財務諸表の活用に関する研修
	令和3年12月14日及び23日
	財務諸表データ等の活用方法の講義のほか、指標分析フォーマットを使った分析演習


(2) 庁内ホームページの運用
新公会計制度事務マニュアル、決算整理にかかる説明資料など必要な資料を掲載し、職員への周知に努め
た。

　　
５　情報の提供
(1) 府民向けホームページの運用
新公会計制度に対する本府の取組みを広く周知するため、以下の項目について府民向けホームページに掲載し、情報提供を行った。
・新公会計制度による大阪府財務諸表及びその概要を紹介したパンフレット
・新公会計NEWS（大阪府の財務状況を分かりやすく解説！）　1号～3号
・新公会計制度アドバイザリー会議の議事要旨
・財務諸表の作成に係る会計基準
・統一的基準に基づく財務書類等
(2) 令和2年度決算に基づく財務諸表の公表
令和2年度決算に基づく財務諸表を会計別・部局別・事業別に作成し、令和3年9月10日に公表した。
(3) 新公会計制度普及促進連絡会議への参画　

先行して新公会計制度を導入している大阪府、東京都、新潟県、愛知県、大阪市、吹田市等で構成する

新公会計制度普及促進連絡会議において、新公会計制度導入の目的やプロセス、国の統一的な基準への対応等についての情報交換、制度の一層の普及に向け連携した取組の協議を行った。また、この連絡会議においては、財務諸表の分析・評価手法について研究する「自治体間比較部会」と「事業別分析部会」の２部会が設置されており、本府は「自治体間比較部会」に参加し、報告書の作成等を行った。

	
	開催年月日
	内容

	第12回

会議
	令和3年5月31日から
令和3年6月14日まで

（新型コロナウイルス感染症流行の情勢を踏まえメールによる協議）
	・令和3年度新公会計制度推進イベントの動画による実施について

・連絡会議検討部会の継続について
・総務省の統一的な基準への対応状況等について　など

	動画配信
	令和3年11月30日
（配信開始）
	「公会計推進レポート2021」と題し、東京都立大学大学院経営学研究科から「都内自治体における公共資産投資の区域間比較」の研究目的や分析方法とその結果を紹介した。

また、連絡会議構成自治体の東京都及び東京都中央区から各自治体の取組み等の報告が行われた。


(4) 他の自治体への情報提供
山梨県などメール等で照会のあった他の自治体に対し、本府の新公会計制度の運用状況等に関する情報提供を行った。
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